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≪Ⅲ．投入量≫
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13

3,000

0

3,851

総コスト(ｃ)=(a)+(ｂ) 千円 22,657 26,270 35,055 23,535

人件費  （ｂ） 千円 18,040 14,760 14,760 14,580

市債 千円

財
源
内
訳

国・府支出金 千円

受益者負担金(使用料、手数料等）　 千円

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 千円

MCA無線利用料 千円 0 0 2,965

19大都市水道局災害相互応援に関する
覚書に基づく訓練ほか

千円 1,604

主
な
事
業
費
内
訳

テレビ会議システムに係るリース費用 千円 1,017 2,440

先遣車（緊急車両化）の導入 千円 0 6,318 2,543

2,440

直接実施以外の主な支出先

事
業
コ
ス
ト

11

項　　　目 単位 H28年度決算

事
業
概
要

H29年度決算 H30年度決算 R1年度予算

事業費  (a) 千円 4,617 11,510 20,295 8,955

一般財源 千円 4,617 11,510 20,295 8,955

8
事業の目的
（どのような状況にしたい
のか）

　大規模災害発生時において、必要最小限の業務を継続しつつ、目標期間内に一定水準までの復旧を終えるこ
と。

9

事業内容
（スケジュール、実施方
法・手段、事業ボリューム
など）

堺市上下水道局危機管理委員会を開催（平成30年度は9回開催）
≪主な審議案件≫
　・業務継続計画の改正について、 ICTの活用について、他都市との合同訓練について　等

≪年間実績（一部抜粋）≫
平成30年4月　　新規採用者への危機管理研修の実施
平成30年5月　　和泉市と水道事業に係る災害時等相互応援に関する協定の締結
平成30年5月　  和歌山市に対して応急給水支援隊を派遣（浄水場事故）
平成30年6月　  豊中市、高槻市に対して応急給水支援隊を派遣（大阪北部地震）
平成30年7月　  岡山県倉敷市真備町に対して応急給水支援隊を派遣（7月豪雨災害）
平成30年9月    台風21号の停電被害に伴い集合住宅に対して応急給水を実施
平成31年3月　  緊急車両（軽バン）2台を導入

直接実施 指定管理 委託 補助金 負担金 その他

市外郭団体

地域団体・市民 民間企業・ＮＰＯ その他

7
事業の対象
（誰を、何を対象としている
のか）

市民をはじめとしたお客さま

5 事業実施の経緯

　平成26年度に業務継続計画を策定し、大規模地震発生時におけるリソース不足等を抽出し、その対応策の確
立を進めている。これまでに、災害対策センターの建設、テレビ会議システムの導入等によるハード面の整備に
加え、周辺都市や民間企業との災害協定締結等によるソフト面の整備を図った。さらに、上下水道事業単年度実
施計画に基づき継続的に訓練を実施し、課題の抽出等を進めている。今後もひきつづき、業務継続計画等に基
づき減災対策を推進する。

6
事業の実施主体
（誰が実施しているの
か。）

本庁 各区 出先機関 上下水道局の出先機関　

担当部署名 上下水道 経営企画室 危機管理・広報担当 評価責任者（課長名） 藪下

基
本
情
報

1
堺市マスタープランの政策体
系に基づく事業の位置付け

政策 1 暮らしの確かな安全・安心を確保します

事業開始年度 平成 26 年度

3 根拠法令等
（法令、条例、規則、要綱等）

災害対策基本法、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法、堺市地域防災計画、堺市上
下水道局危機管理対策要綱

4 関連計画 堺市上下水道ビジョン　、上下水道事業　単年度実施計画

令和元年度　事務事業総点検シート（１）

[ 平成３０年度事務事業 ]
公営企業会計 事務事業分類 A　一般事務事業

事務事業名 業務継続計画による減災対策の推進 シート番号 60-01

基礎点検

終了（予定）年度 ─ 年度

後期実施計画
の位置付け

施策 7 地域防災力の向上と災害に強いまちづくりの推進 無


